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景気 DI は 38.0、前月比 2.3 ポイント増と 2 カ月連続で改善 

～ 国内景気は、経済政策への期待が高まるなかで回復の兆し ～ 

 

 
 
（調査対象2万2,972社、有効回答1万461社、回答率45.5％、調査開始2002年5月） 

 
< 2013 年1 月の動向 ： 回復の兆し > 

2013年1月の景気動向指数（景気DI：0～100、50が判断の分かれ目）は前月比2.3
ポイント増の38.0となり、2カ月連続で改善した。震災直後の2011年7月（同2.3ポ

イント増）以来の大きな改善幅となった。 
新政権による大型補正予算や政府と日本銀行との政策協定など、今後の景気対策や金

融緩和への期待が高まり、1 月 31 日には為替相場が一時 1 ドル＝91 円 77 銭（東京市

場）まで円安が進み、日経平均株価も42年ぶりに11週連続で上昇した。また、復興需

要や季節商材の好調などから実需も伸びたことで、『建設』や『不動産』、『製造』など

全10業界、51業種中47業種が改善した（前月：32業種）。 
国内景気は、経済政策への期待が高まるなか、回復の兆しが現れている。  

・『建設』、復興需要や設備投資の増加などで 2 カ月ぶりに改善 

復興需要や企業の設備投資の増加、公共投資の期待先取りなどで、『建設』（41.9）は

2カ月ぶりの改善となり、6年3カ月ぶりに40を上回った。復興需要が続いた『東北』

で 3 カ月ぶりに改善したほか、『南関東』『東海』『近畿』の三大都市圏もそろって改善

した。 
 

・『製造』は 2 カ月連続で改善し、全12 業種で上向く 
『製造』は、震災復興やインフラ投資への期待の高まりなどにより「鉄鋼・非鉄・鉱業」

が改善したほか、円安の進展で輸出に回復傾向がみられた「機械製造」や「輸送用機械・

器具製造」なども改善するなど、全12業種が改善した。  
・全10 地域が 10 カ月ぶりにそろって改善 

『東海』は自動車関連や建材・家具製造が上向いたことで『製造』が改善したほか、季

節商品の動きが出ている『卸売』など、10業界中9業界が改善した。また、『東北』も復

興需要が続くなかで、『不動産』『小売』『卸売』など10業界中9業界が改善しており、2012
年3月以来、10カ月ぶりに全10地域がそろって改善した。 

  
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 

< 今後の見通し ： 緩やかに回復 >  
政府による大型補正予算案の国会提出や日本銀行のインフレ目標導入など、デフレ脱

却と景気回復に向けた経済政策が打ち出されており、復興需要の継続や補正予算にとも

なう公共投資の実施の効果によって企業マインドの改善が期待される。また、海外では、

米国における財政の崖回避やFRBによる金融緩和も好材料となる。 
他方、消費税率引き上げや復興増税など家計負担の増大による個人消費への影響は大

きな懸念材料である。また、為替や株価などの資産価格は期待先行で動いており、企業

の売り上げや賃金上昇といった実体経済への波及が遅れた場合の反動が懸念される。さ

らに、中小企業金融円滑化法の終了による影響も注視する必要がある。 
景気予測DIは「1カ月後」（40.6、当月比2.6ポイント増）、「3カ月後」（42.1、同4.1 

ポイント増）、「6カ月後」（43.7、同5.7ポイント増）となった。国内景気は期待感が先

行する状況にあるなかで、緩やかな回復が見込まれる。 
 
 
 
 
 

TDB 景気動向調査（全国）  ― 2013年1月調査 ― 2013年2月5日 
株式会社帝国データバンク 産業調査部 
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                 景気動向調査専用HP  http：//www.tdb-di.com/ 

15

20

25

30

35

40

45

50

55

5 7 9 11 1 3 5 7 9 11 1 3 5 7 9 11 1 3 5 7 9 11 1 3 5 7 9 11 1 3 5 7 9 11 1 3 5 7 9 11 1 3 5 7 9 11 1 3 5 7 9 11 1 3 5 7 9 11 1 3 5 7 9 11 1

日米欧
同時景気後退

【全国の景気DI】

2002年 03年 04年 05年 06年

47.9

（月次調査／調査開始：2002年5月） （DI、0～100）

デジタル家電景気

IT関連の在庫調整

45.4 45.5

07年 08年

りそなへの
公的資金注入により

金融不安が後退

09年

リーマン・ショック
　　　（08年9月 29.3）

サブプライム問題拡大
原油・素材価格高騰

生活不安の増大

18.6

（月）

38.0

26.1

10年

〔 2012年12月までの動向 〕
2012年第4四半期は円高や近隣諸国との摩擦拡大、天
候不順などの影響を受けながらも、新政権の発足によ
る先行き期待の高まりのなかで、悪化に歯止めがか

かっていた。

11年

35.4

東日本大震災

30.4

12年 13

2012年1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月

35.9 36.3 38.3 38.5 38.2 37.6 37.9 37.7 36.8

前月比 0.2 0.4 2.0 0.2 ▲ 0.3 ▲ 0.6 0.3 ▲ 0.2 ▲ 0.9

2012年10月 11月 12月 2013年1月 1カ月後 3カ月後 6カ月後 1年後

35.5 35.3 35.7 38.0 40.6 42.1 43.7 42.8

前月比 ▲ 1.3 ▲ 0.2 0.4 2.3 2013年1月比 2.6 4.1 5.7 4.8
※1：網掛けなしは改善、黄色の網掛けは横ばい、青色の網掛けは悪化を示す

※2：景気予測DIは、ARIMAモデルに経済統計を加えたstructural ARIMAモデルで分析

景気DI

景気DI 景気予測DI
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業界別：全 10 業界が 10 カ月ぶりにそろって改善  
・『建設』『不動産』『製造』など全10業界が2012年3月以来、10カ月ぶりにそろって改

善した。 
 

・『建設』が6年3カ月ぶり、『不動産』が5年1カ月ぶりに40を上回ったほか、復興需

要の継続や冬型気候の影響で季節商材が好調となるなど全 10 業界が改善した。日中関

係の改善に向けた動きが進むなかで、「中国進出」（37.5）企業の景況感は前月比 2.0 ポ

イント増となり、2カ月連続で改善した。 
 
・『建設』（41.9）… 前月比3.2ポイント増。『東北』（53.6、同0.2ポイント増）が3カ月

ぶりに改善したほか、『南関東』（43.6、同3.0ポイント増）や『東海』（39.9、同2.7ポ

イント増）、『近畿』（37.7、同4.2ポイント増）の三大都市圏がそろって改善した。年度

末に向けての繁忙期に加えて、復興需要や設備投資の増加、公共投資の期待先取りなど、

全体では2カ月ぶりの改善となり、2006年10 月以来、6年3カ月ぶりに40を上回っ

た。 
 
・『不動産』（40.9）… 同3.9ポイント増。消費増税前の駆け込み需要が現れはじめている

ほか、オフィスビルの空室率も低下が続いていることなどから『不動産』は2カ月連続

で改善した。2007年12月以来、5年1カ月ぶりに40を上回った。 
 

・『製造』（35.3）… 同2.2ポイント増。震災復興や新政権によるインフラ投資機運が高ま

っていることなどで「鉄鋼・非鉄・鉱業」（35.5、同2.9ポイント増）が2カ月連続で改

善した。また、円安により輸出の回復がみられた「機械製造」（36.3、同3.6ポイント増）

が9カ月ぶり、「輸送用機械・器具製造」（34.2、同1.6ポイント増）も8カ月ぶりに改

善するなど、『製造』は全12業種が改善した。 
 
・『卸売』（36.5）… 同2.0ポイント増。1月の平均気温が例年より低く冬物衣料が好調だ

った「繊維・繊維製品・服飾品卸売」（34.7、同0.4ポイント増）や、自動車関連の販売

が上向いている「鉄鋼・非鉄・鉱業製品卸売」（37.3、同 3.3 ポイント増）、公共投資で

トンネルなどの改修工事や環境装置への発注が進んでいた「機械・器具卸売」（36.8、同

2.7ポイント増）など全9業種が改善した。 
   

→  最高の『サービス』と最低の『製造』との格差（7.7 ポイント）は、前月比 0.3
ポイント増と2カ月ぶりに拡大した。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

12年
1月

2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月
13年
1月

前月比
震災前

(2011年2月)
との比較

農・林・水産 33.3 35.3 35.8 36.4 35.0 34.8 34.5 35.8 35.2 33.3 33.7 34.9 36.0 1.1 ▲ 1.4

金融 35.6 35.6 38.6 38.8 37.6 38.0 37.7 37.7 37.5 35.7 36.1 36.2 41.3 5.1 7.1

建設 33.6 34.6 35.7 35.7 35.5 36.2 37.2 38.0 38.1 38.6 39.0 38.7 41.9 3.2 13.8

不動産 34.7 36.5 38.6 38.2 37.9 38.2 39.2 38.5 38.3 36.7 35.7 37.0 40.9 3.9 4.9

飲食料品・飼料製造 34.2 33.8 36.7 36.7 36.6 35.2 34.5 33.8 34.7 33.4 32.7 33.4 34.5 1.1 1.2

繊維・繊維製品・服飾品製造 37.6 38.0 38.9 39.9 39.4 37.9 37.9 35.9 36.0 33.7 33.1 35.6 36.9 1.3 0.8

製造 建材・家具、窯業・土石製品製造 35.3 34.0 36.0 35.9 34.9 34.5 36.4 35.6 37.9 36.4 37.0 38.2 38.9 0.7 5.6

パルプ・紙・紙加工品製造 34.0 31.9 34.6 36.5 34.2 34.2 33.6 34.7 32.7 30.2 30.8 31.1 33.3 2.2 0.1

出版・印刷 27.2 28.5 31.8 30.8 30.5 29.3 28.5 29.6 28.6 29.1 29.2 28.3 29.6 1.3 2.4

化学品製造 37.0 37.2 39.1 39.3 39.7 39.7 39.2 39.2 36.4 35.0 33.3 34.1 36.4 2.3 ▲ 5.1

鉄鋼・非鉄・鉱業 38.6 37.4 39.2 39.2 38.4 37.7 38.0 37.2 35.6 32.1 31.9 32.6 35.5 2.9 ▲ 3.4

機械製造 40.2 39.9 42.4 42.4 41.3 39.3 38.6 37.8 36.4 34.0 33.4 32.7 36.3 3.6 ▲ 6.7

電気機械製造 35.2 36.7 38.7 38.2 38.7 37.6 38.2 37.2 34.8 32.6 31.8 32.8 35.8 3.0 ▲ 5.8

輸送用機械・器具製造 43.4 42.8 47.2 48.0 48.2 44.9 44.4 43.1 40.5 33.3 32.8 32.6 34.2 1.6 ▲ 4.6

精密機械、医療機械・器具製造 36.6 39.3 40.7 38.5 37.1 39.5 39.7 39.4 36.2 33.5 32.5 32.4 33.6 1.2 ▲ 11.4

その他製造 27.5 29.9 33.0 33.0 33.7 30.8 33.5 32.1 32.2 29.2 30.8 31.0 31.3 0.3 0.9

全　体 36.2 36.2 38.5 38.4 38.0 37.0 37.0 36.5 35.4 33.1 32.6 33.1 35.3 2.2 ▲ 2.5

飲食料品卸売 33.4 33.5 36.1 36.0 36.8 36.0 36.2 35.2 34.1 32.4 33.5 33.9 34.6 0.7 1.1

繊維・繊維製品・服飾品卸売 33.3 33.3 34.4 37.1 37.2 34.2 33.8 34.4 31.8 32.0 32.4 34.3 34.7 0.4 3.5

卸売 建材・家具、窯業・土石製品卸売 35.0 35.1 36.1 35.9 35.4 35.3 36.9 37.6 37.3 38.3 39.3 39.9 42.2 2.3 10.1

紙類・文具・書籍卸売 30.9 28.9 34.0 35.2 32.6 32.8 32.2 30.9 32.8 28.0 30.2 31.7 31.8 0.1 0.5

化学品卸売 36.4 36.5 38.7 38.9 39.1 38.0 38.5 37.6 36.7 35.6 35.1 34.6 35.9 1.3 ▲ 2.9

再生資源卸売 31.5 37.2 33.3 38.7 36.7 32.2 29.0 35.1 27.0 22.4 30.1 32.1 41.9 9.8 ▲ 0.4

鉄鋼・非鉄・鉱業製品卸売 36.5 36.1 38.2 38.7 35.9 35.7 35.2 35.7 33.6 32.6 31.6 34.0 37.3 3.3 0.2

機械・器具卸売 36.2 37.7 40.1 40.3 38.7 38.8 38.8 37.9 36.9 34.6 33.7 34.1 36.8 2.7 ▲ 1.8

その他の卸売 34.2 35.0 35.7 36.6 37.6 36.1 36.0 35.5 34.1 32.8 32.8 32.2 34.0 1.8 ▲ 0.5

全　体 35.1 35.6 37.6 38.1 37.4 36.7 36.8 36.4 35.3 33.9 33.9 34.5 36.5 2.0 0.7

飲食料品小売 33.1 34.5 37.3 38.2 36.4 38.0 35.5 37.2 36.7 33.1 34.7 30.6 32.9 2.3 ▲ 0.9

繊維・繊維製品・服飾品小売 36.5 34.8 38.0 36.5 40.7 35.6 34.2 34.0 32.2 32.9 35.5 32.9 34.6 1.7 0.1

医薬品・日用雑貨品小売 45.4 49.2 45.3 47.9 46.7 43.1 45.3 45.8 43.8 42.3 44.4 47.7 49.4 1.7 7.4

小売 家具類小売 37.5 37.5 39.6 38.5 40.0 36.5 42.4 39.3 36.1 32.1 34.7 38.9 37.5 ▲ 1.4 ▲ 2.2

家電・情報機器小売 36.8 38.8 40.9 38.2 42.1 38.2 38.9 41.1 40.4 33.8 33.3 34.1 39.5 5.4 0.9

自動車・同部品小売 41.9 48.2 51.5 46.7 45.5 46.6 46.0 40.8 41.5 36.9 31.5 32.1 41.2 9.1 9.8

専門商品小売 32.5 33.3 32.3 34.7 35.0 34.9 35.3 33.6 33.0 32.4 32.7 33.0 32.7 ▲ 0.3 1.3

各種商品小売 36.5 37.7 39.7 41.2 39.1 36.7 39.7 37.1 36.3 35.8 35.3 35.5 38.4 2.9 2.3

その他の小売 37.5 44.4 30.0 33.3 25.0 30.6 46.7 47.6 36.1 33.3 33.3 36.7 36.7 0.0 10.0

全　体 35.7 37.5 38.5 38.9 39.0 38.1 38.3 37.3 36.4 34.2 34.2 34.0 36.3 2.3 2.2

運輸・倉庫 37.8 36.5 38.7 39.8 39.5 38.1 39.2 39.5 37.6 36.7 35.3 36.9 38.0 1.1 1.4

飲食店 32.3 35.0 39.4 37.1 36.5 40.6 39.6 41.7 39.6 36.0 32.4 35.4 35.7 0.3 2.4

電気通信 45.8 51.4 47.6 47.2 51.5 52.1 47.0 53.0 50.0 45.2 48.7 48.7 53.8 5.1 0.2

電気・ガス・水道・熱供給 43.8 42.9 41.7 43.8 47.9 45.8 40.0 35.4 41.7 37.0 42.6 37.5 43.8 6.3 ▲ 2.0

リース・賃貸 41.8 41.1 43.3 40.9 46.1 43.6 44.2 43.6 43.8 43.3 43.7 45.2 45.3 0.1 10.3

旅館・ホテル 31.9 29.8 38.9 41.5 41.4 41.7 42.4 42.2 41.7 38.1 40.0 37.2 38.4 1.2 10.3

娯楽サービス 32.5 32.8 35.9 38.5 38.1 35.5 33.3 36.1 35.0 37.4 36.2 36.7 38.5 1.8 6.3

サービス 放送 39.5 40.6 40.7 46.1 43.1 45.1 39.2 40.2 41.2 38.2 40.6 38.5 41.7 3.2 0.6

メンテナンス・警備・検査 36.0 37.0 38.2 37.0 37.8 39.4 38.1 38.9 39.7 37.7 38.4 37.6 40.7 3.1 3.4

広告関連 34.1 35.1 36.6 37.4 38.3 37.2 37.3 36.1 35.9 35.1 34.7 34.5 35.4 0.9 4.6

情報サービス 40.5 41.8 43.1 43.7 43.3 43.5 43.9 43.7 42.5 42.2 42.8 42.2 45.2 3.0 5.8

人材派遣・紹介 48.8 49.1 48.0 52.0 51.1 51.9 49.2 50.0 48.8 46.6 42.8 44.9 44.7 ▲ 0.2 4.0

専門サービス 37.0 38.2 41.7 40.6 41.6 40.0 41.2 41.6 41.1 40.5 40.4 41.1 44.3 3.2 9.7

医療・福祉・保健衛生 40.8 41.2 42.6 44.7 44.0 42.4 43.5 43.8 43.4 41.8 41.1 40.8 45.3 4.5 8.5

教育サービス 38.6 44.2 43.2 43.8 42.3 38.2 41.0 43.2 39.3 42.3 40.1 38.3 46.8 8.5 4.7

その他サービス 39.5 39.7 43.0 44.7 43.9 44.0 44.3 42.8 42.9 41.1 40.7 39.5 42.2 2.7 2.6

全　体 38.7 39.5 41.6 41.9 42.4 41.9 42.0 42.1 41.5 40.6 40.5 40.5 43.0 2.5 6.2

その他 33.3 33.3 34.4 37.2 33.9 35.8 40.0 35.6 38.7 37.4 36.0 36.2 36.7 0.5 5.4

  格差（10業界別『その他』除く） 5.4 4.9 5.9 6.2 7.4 7.1 7.5 6.3 6.3 7.5 7.9 7.4 7.7

38.3 38.8 41.7 41.9 41.5 40.3 40.5 38.9 37.4 35.7 35.0 35.5 37.5 2.0 ▲ 3.5

※網掛けなしは前月比改善または増加、黄色の網掛けは前月比横ばい、青色の網掛けは前月比悪化または減少を示す

中国進出
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規模別：「大企業」は 3 カ月連続、「中小企業」「小規模企業」は 2 カ月連続で改善  
・「大企業」（41.0、前月比2.3ポイント増）、「中小企業」（37.1、同2.4ポイント増）、「小

規模企業」（36.9、同3.0ポイント増）ともに大きく改善し、すべての規模で震災前の水

準を上回った。 

→ 「大企業」と「中小企業」の規模間格差（3.9ポイント）は、同0.1ポイント減と

5カ月ぶりに縮小した。 
 

 

 

 
 
 
地域別：全 10 地域が 10 カ月ぶりにそろって改善  
・『東北』『東海』など全 10 地域が 2012 年 3 月以来、10 カ月ぶりにそろって改善した。

『東北』は17カ月連続で全10地域中第1位。  
・『東海』（37.4）… 前月比 2.8 ポイント増。自動車関連製造や住宅着工の増加で建材・

家具製造が上向いたことなどにより『製造』（35.8、同 2.9 ポイント増）が改善した。

また、季節商品の動きが出ていることや補正予算への期待が増している『卸売』など、

10業界中9業界が改善したことで、全体としては2カ月連続で改善した。 
 
・『東北』（42.8）… 同 0.7 ポイント増。2 カ月ぶりに改善し、全国 10 地域中、17 カ月

連続で第1位となった。復興需要が続く『建設』（53.6、同0.2ポイント増）が3カ月

ぶりに改善したほか、『不動産』『小売』『卸売』など10業界中9業界が改善した。 
県別では、「宮城」（50.1、同0.3ポイント減）が2カ月連続で悪化し、トップが続い

ていた全国順位は18カ月ぶりに第2位となった。また、「岩手」（第3位：47.4、同5.7
ポイント増）や「福島」（第4位：45.7、同0.7ポイント増）も高水準が続いた。『東北』

6県中3県が改善したものの、震災復興にともなう改善傾向にやや陰りが出てきており、

全国との差も縮小しつつある。［第1位は「沖縄」（50.7）］ 
 
→  最高の『東北』と最低の『北関東』との格差（8.7ポイント）は、同0.8ポイント

減と2カ月連続で縮小した。 
 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

地域別グラフ（2008年1月からの月別推移）
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08年1月 4月 7月 10月 09年1月 4月 7月 10月 10年1月 4月 7月 10月 11年1月 4月 7月 10月 12年1月 4月 7月 10月 13年1月

東北

南関東

九州

四国

東海

北陸

近畿

中国

北海道

北関東

12年
1月

2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月
13年
1月

前月比
震災前

(2011年2月)
との比較

大企業 38.1 38.7 40.8 41.2 40.8 40.3 40.8 40.3 39.5 38.2 38.4 38.7 41.0 2.3 4.1

中小企業 35.1 35.6 37.5 37.7 37.4 36.8 37.1 36.9 36.0 34.6 34.4 34.7 37.1 2.4 2.2

（うち小規模企業） 33.0 33.7 35.2 35.4 34.8 34.8 35.4 35.2 35.0 34.0 33.6 33.9 36.9 3.0 5.0

格差（大企業－中小企業） 3.0 3.1 3.3 3.5 3.4 3.5 3.7 3.4 3.5 3.6 4.0 4.0 3.9

※網掛けなしは前月比改善または増加、黄色の網掛けは前月比横ばい、青色の網掛けは前月比悪化または減少を示す

12年
1月

2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月
13年
1月

前月比
震災前

(2011年2月)
との比較

30.3 30.4 31.6 32.6 33.0 33.5 35.1 35.0 35.2 35.3 34.3 34.0 36.1 2.1 8.2

41.5 41.5 43.1 44.4 43.7 43.3 44.9 44.2 43.5 42.7 42.8 42.1 42.8 0.7 11.1

34.5 35.5 37.1 37.5 37.0 36.2 36.4 35.5 34.8 32.4 31.4 32.7 34.1 1.4 ▲ 0.3

36.8 37.6 39.9 40.1 39.7 38.9 39.1 38.9 37.9 36.6 36.5 37.1 39.4 2.3 2.3

35.0 35.8 38.0 37.9 37.2 37.3 37.7 37.5 36.5 34.2 34.6 34.2 36.9 2.7 2.4

37.4 37.6 39.9 40.1 39.7 38.7 39.4 39.3 37.3 34.9 34.2 34.6 37.4 2.8 1.7

34.6 35.0 36.9 37.1 36.8 36.3 36.2 36.3 35.2 33.9 33.8 34.3 36.7 2.4 0.4

33.9 33.5 34.7 35.2 34.9 34.3 33.5 33.9 33.1 33.0 33.1 32.6 36.2 3.6 1.0

35.4 36.4 37.3 36.2 36.3 36.6 36.1 35.9 35.1 34.6 34.8 36.4 38.4 2.0 3.2

35.4 35.4 37.4 36.9 36.7 36.4 36.6 36.0 36.5 35.2 36.0 36.0 39.0 3.0 3.6

11.2 11.1 11.5 11.8 10.7 9.8 11.4 10.3 10.4 10.3 11.4 9.5 8.7

※網掛けなしは前月比改善または増加、黄色の網掛けは前月比横ばい、青色の網掛けは前月比悪化または減少を示す

北海道

東北

北関東

南関東

北陸

東海

近畿

中国

格差

四国

九州

地域別景気ＤＩ

全国平均（38.0）と同水準以上の地域

全国平均（38.0）を下回っている地域

北関東
34.1

南関東
39.4

北陸
36.9

東海
37.4

近畿
36.7

中国
36.2

四国
38.4

九州
39.0

北海道
36.1

東北
42.8
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11月 12月 1月 11月 12月 1月
33.7 34.9 36.0 △ 33.9 34.5 36.5 ○ 東日本大震災の復旧復興事業が本格化している（建材卸売）

農・林・水産 卸売 ○

○ 気候条件に左右されるが、今年は非常に寒く好調（衣類卸売）

× 原料高の相場安状況が続いている（養鶏） △
× 消費の低迷の影響から、木材の需要が回復しない（森林組合）

36.1 36.2 41.3 ○ 円安と株式相場の活況を背景に、取引手数料収入が増加基調（証券） ×
金融 ○

34.2 34.0 36.3 ○
× 景気低迷による消費の減退で融資が伸びない（消費者金融） 小売

× 規制強化で消費者金融のビジネスモデルは非常に厳しい（消費者金融） ○
39.0 38.7 41.9 ○

建設 ×

○ 35.3 36.9 38.0 ○
運輸・倉庫

△ ×

×
×

35.7 37.0 40.9 ○ ×
不動産

○ 40.5 40.5 43.0 ○
サービス

△ ○

× 賃貸の動きが鈍い。まだスタートが切れてない印象（不動産管理） ○ 金融を中心に需要拡大（ソフト受託開発）

32.6 33.1 35.3 ○ 東日本大震災の復興需要の継続（化学工業製品製造） ×
製造 ○ 火力発電設備の増強による需要増（金属加工）

○ ×

×

×

短期的な案件の情報は入ってくるが、長期的大型案件の情報は無い（人
材派遣）

婚礼着付単価も価格競争が激しい。組数が増加しても売り上げでは前年
割れが続いている（美容）

自動車メーカーの販売台数は回復の数値が出ているが、国内生産は台数
自体横ばいであることに加え、ハイブリッド車と小型車が主体となりつつあ
るため、部品点数の減少から厳しい状態が続いている（運輸）

中国や韓国との関門港における輸出入貨物の取り扱いが落ち込んだま
ま。一般の国内貨物もなかなか取扱量が増加しない（貨物自動車運送）

自動車の海外生産の増加により、鉄筋や非鉄金属などの輸送量が大幅に
減少している（貨物自動車運送）

昨年の未完成工事が1月～2月に延び、2月まではある程度好況と予測で
きるが、その先はまだ不透明な部分が多い（家具卸売）

住宅減税の延長と拡大等の要素が、消費者の購入意欲に好材料として影
響を及ぼすまでには至っていない（建材卸売）

年末年始商戦の効果が若干あり、カー用品店などでオイル交換比率が向
上した（自動車部品小売）

得意先である大手自動車メーカーの期末に向け、例年通り増産体制に
入っている（自動車部品小売）

販売事業（農産物、特に米）の進捗率が非常に良い。購買事業、共済事業
も前年並みに推移。ただ信用事業については、他の金融機関との競合や
低金利、昨年暮れ支払いの戸別所得補償による当座貸越への影響など
で、収益が落ち込んでいる（農協）

生保の窓口販売に参入した銀行の保険商品の増加と販売員強化により、
販売量は昨年から件数、金額とも順調に推移（生命保険）

型枠工事に絡んだ鉄筋工事の職人不足がゼネコン内部に浸透し始めたこ
とで、ある程度は見積りで希望単価が通るようになってきた。浮上の兆しが
少し見えてきた（型枠大工工事）

一部工事業種に逼迫感が出ており、人の手配が出来ないケースがあった
り、工事単価の上昇が始まった（建築工事）

年度末にあたり、受注物件の消化・新規案件の引き合いがあり、受注は比
較的順調だが、施工力と資材原価の高騰による失注も発生しており、情報
を幅広く入手して方針を決定をする必要がある（屋根工事）

明るい兆しはあるものの、下請単価の上昇など、予断を許さない状況が続
いている（建築工事）

東京地区が新名所効果により観光客が増加し、宿泊需要が旺盛となって
いる（ホテル）

販売競争の激化による粗利縮小、省エネ志向による需要減、埋設40年超
えの地下タンクの改修義務化など、良いことは何もない（ガソリンスタンド）

輸入冷凍食料品は、チリ産をはじめとする鮭や鱒、ブラジル産鶏肉などの
搬入が見込まれ、庫腹がタイトとなっている（冷蔵倉庫）

業界別の景況感「現在」（2013年1月調査分）

判断理由
    （○＝良いと判断した理由、△＝どちらでもない理由、×＝悪いと判断した理由）

業界名 判断理由
    （○＝良いと判断した理由、△＝どちらでもない理由、×＝悪いと判断した理由）

業界名

空室にテナントが入居しつつある。また不動産仲介業者から入居情報がで
てきている（不動産管理）

首都圏の建機レンタル業だが、震災復興関連の本格化により、堅調な需
要となっている（建機リース）

消費税率引き上げ前の駆け込み需要から住宅産業が多少活況になって
おり、その影響から良い感触がある（建材製品卸売）

政権交代による景気刺激策が次々に発表されることで、株価、円相場が好
転し、購買意欲も回復しつつある（建物賃貸）

25年度は景気上昇の機運を各社が感じており、投資に積極的（金属加工
機械製造）

住宅ローン控除延長を含め先々良くなる発表が先行して報道されているた
め、ユーザーが正式に決定するまで待ちの状態となっている（建物売買）

新政権誕生による期待感からの株価上昇や円安の傾向は、まだ１カ月しか
経っておらず、何かが変化する訳もなく、極めて厳しい状況が続いている
（電気部品製造）

年明け以降は生産調整が続き、明るい材料がない。開発の動きも昨年以
上に低調（電子機器製造）
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○ ○
農・林・水産 卸売

△ ○

× ×

○ ×
金融

△ ○ 消費税増税で一時的にせよ消費の増加が見込めるため（食器類小売）
小売 △

×
×

○
建設

△
○

△ 運輸・倉庫

△

○ 内需拡大政策や株式市場の活性化に期待（貸事務所）
不動産 ○ △

△ ○
サービス

× ○

○ ○
製造

○ 消費税引き上げ前の特需を見込む（化学品製造） △
×

×
×

内航は、安倍政権下で即効性のある国内投資が活発になれば、回復する
見込みもある。外航は、このまま円高の修正が進めば、良くなる可能性があ
る。いずれも現状では見極められない（貨物自動車運送）

このまま円安が続けば、国内大手メーカーの景気が上向き、物流も回復す
るとみている（貨物自動車運送）

2014年の消費税増税までは仮需要が発生して、やや好転方向へ進むだ
ろうが、増税後は一気に冷え込むと予想（スーパー）

商品の動きが悪い。単体の情報機器商品がスマートフォンに集約されつつ
ある。今後もデジタルカメラや情報機器の販売低迷が続くと思われる（情報
機器小売）

価格競争に終止符が打たれれば少しは良くなるが、相対的に需要は減少
している（和洋紙卸売）

今年度は消費増税の駆け込み需要が予測されるが、消費増税が目前に
なった時点から物量はかなりの確度で下降線をたどると予測（家具卸売）

補正予算等が具体化されれば、今後の景気回復に期待がもてる（セメント
卸売）

株式市場の回復と円安が宝飾品市場に刺激を与えると期待している（貴金
属製品卸売）

消費税増税に向けて、大型耐久消費財への動きが出てきている（広告制
作）

景気回復により、金融業界からの開発依頼とデータセンター事業の増加が
見込める（ソフト受託開発）

インフラ整備などの公共事業予算が相当組まれており、期待できると思う
（建機リース）

景気低迷により、競合相手が淘汰されたため、相談案件は増加基調にある
（ソフト受託開発）

自動車関連部品は、現地生産化となった部品が再び日本に戻ってくること
は期待薄。新規立ち上がりの部品も、海外とのコスト競争となり、非常に厳
しい状況が継続すると予想される（自動車部品製造）

政府の景気回復策が消費の増加に結びつくまでは時間を要するだろう（割
賦金融）

保険料の値上げ改定が4月に実施された場合、3月までは駆け込み需要が
あるが、4月以降の販売不振が懸念される（生命保険販売代理）

日銀による物価上昇率２％の目標設定が、実体経済、特に消費にどこまで
反映されるか不透明（養鶏）

円安で主原料価格のさらなる価格上昇が予想されるが、上昇分を転嫁で
きるかどうかが懸念される（プラスチックフィルム製造）

最悪期を脱出したと思われるので、先行きはある程度楽観している（証券
投資顧問）

政権交代によるヒトからコンクリートへの予算の支出に期待、モノの動きが
良くなると思われる（職別工事）

先の大型案件が見えていないが、設備投資は増加傾向が見られる（電気
配線工事）

節電のため、大型店舗、商業施設などにおいて、今後ＬＥＤへの取り組み
が進む（LED関連機器製造）

判断理由
    （○＝良いと判断した理由、△＝どちらでもない理由、×＝悪いと判断した理由）

業界別の景況感「先行き」（2013年1月調査分）

業界名業界名

管内における積雪量は前年から比較するとやや少ないが、春先の低温等
による農産物の影響が懸念されるところである（農協）

政府の大型予算の効果から景気が回復し、木材需要の回復に期待（森林
組合）

発注が抑制されており、外資の撤退の動きもあり、需要増の予測はできな
い（人材派遣）

参院選までに地価は上昇し、その後しばらくは好況が予測される（建物売
買）

現在、円安・株価上昇などにより、マインド自体は回復しているが、実態が
伴っておらず、予測が全くできない（建物売買）

金融円滑化法の期限切れにより、倒産する企業が多くなれば、その影響が
想定される（不動産仲介）

円安による原材料価格・物流費の高騰が受注活動の足かせになる可能性
がある。消費増税前の駆け込み需要を客先が取り込めるかどうかが今後の
売上げ拡大に影響する（屋根工事）

判断理由
    （○＝良いと判断した理由、△＝どちらでもない理由、×＝悪いと判断した理由）

物流業界は時間軸で景気の影響を受ける末端のため、上層の業界が上
向きとはいえ変化がない。まだ時間がかかると思う（貨物自動車運送）
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調査先企業の属性 
1．調査対象（2 万2,972 社、有効回答企業1 万461 社、回答率45.5％） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2．調査事項 
・景況感（現在）および先行きに対する見通し 

・経営状況（売り上げ、生産・出荷量、仕入れ単価・販売単価、在庫、設備稼働率、従業員数、時間

外労働時間、雇用過不足、設備投資意欲）および金融機関の融資姿勢について 

 

3．調査時期・方法 
   2013 年1 月21 日～1 月31 日（インターネット調査） 

 

景気DI について 

■TDB 景気動向調査の目的および調査項目 
全国企業の景気判断を総合した指標。国内景気の実態把握を主目的として、2002年5月から調査

を行っており、景気判断や企業収益、設備投資意欲、雇用環境など、企業活動全般に関する項目に

ついて、全国2 万社以上を対象に実施している月次の統計調査（ビジネス・サーベイ）である。 

■調査先企業の選定 
全国全業種、全規模を対象とし、調査協力の承諾が得られた企業を調査先としている。 

■DI 算出方法 

DI（ディフュージョン・インデックス〈Diffusion Index〉）は、企業による 7 段階の判断に、それぞれ下

表カッコ内の点数を与え、これらを各回答区分の構成比（％）に乗じて算出している。 

 

 

 

50 を境にそれより上であれば「良い」、下であれば「悪い」を意味し、50 が判断の分かれ目となる。

なお、小数点第 2 位を四捨五入している。また、DI の算出においては、企業規模の大小に基づくウ

ェイト付けは行っておらず、「1 社1 票」の単純平均の形をとっている。 

■企業規模区分 
企業の多様性が増すなか、資本金や従業員数だけでは計りきれない実態の把握を目的に、中小

企業基本法に準拠するとともに、全国売上高ランキングデータを加え、下記のとおり区分している。 
 
 
 
 
 

■景気予測DI 
景気 DI の先行きを予測する指標。ARIMA モデルに、経済統計や TDB 景気動向調査の｢売り

上げ DI｣、｢設備投資意欲DI｣、｢先行き見通し DI｣などを加えた structural ARIMA モデルで分析

し、景気予測DI を算出している。 
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非常に悪い 悪い やや悪い どちらともいえない やや良い 良い 非常によい

( 0 ) ( 1/6 ) ( 2/6 ) ( 3/6 ) ( 4/6 ) ( 5/6 ) ( 6/6 )

0 16.7 33.3
DI=50

判断の分かれ目
66.7 83.3 100

業界 大企業 中小企業（小規模企業を含む） 小規模企業

製造業その他の業界 「資本金3億円を超える」 かつ 「従業員数300人を超える」 「資本金3億円以下」 または 「従業員300人以下」 「従業員20人以下」

卸売業 「資本金1億円を超える」 かつ 「従業員数100人を超える」 「資本金１億円以下」 または 「従業員数100人以下」 「従業員5人以下」

小売業 「資本金5千万円を超える」 かつ 「従業員50人を超える」 「資本金5千万円以下」 または 「従業員50人以下」 「従業員5人以下」

サービス業 「資本金5千万円を超える」 かつ 「従業員100人を超える」 「資本金5千万円以下」 または 「従業員100人以下」 「従業員5人以下」

注1：中小企業基本法で小規模企業を除く中小企業に分類される企業のなかで、業種別の全国売上高ランキングが上位3％の企業を大企業として区分

注2：中小企業基本法で中小企業に分類されない企業のなかで、業種別の全国売上高ランキングが下位50％の企業を中小企業として区分

注3：上記の業種別の全国売上高ランキングは、TDB産業分類（1,359業種）によるランキング

（1）地域

553 1,140
608 1,737
669 622

3,428 346
538 820

10,461

（2）業界（10業界51業種）

44 86
122 38

1,427 26
256 12

飲食料品・飼料製造業 350 38
繊維・繊維製品・服飾品製造業 117 51
建材・家具、窯業・土石製品製造業 235 142
パルプ・紙・紙加工品製造業 106 53
出版・印刷 188 5
化学品製造業 407 397
鉄鋼・非鉄・鉱業 535 35
機械製造業 455 13
電気機械製造業 363 8
輸送用機械・器具製造業 100 137
精密機械、医療機械・器具製造業 75 36
その他製造業 91 58
飲食料品卸売業 397 16
繊維・繊維製品・服飾品卸売業 223 141
建材・家具、窯業・土石製品卸売業 382 121
紙類・文具・書籍卸売業 122 406
化学品卸売業 327 57
再生資源卸売業 31 201
鉄鋼・非鉄・鉱業製品卸売業 345 106
機械・器具卸売業 1,005 26
その他の卸売業 384 130

35
10,461

（3）規模 （4）中国進出

2,444 23.4%

8,017 76.6%

(2,402) (23.0%)

10,461 100.0%

(307) (2.9%)

電気・ガス・水道・熱供給業

その他の小売業

飲食店

電気通信業

家電・情報機器小売業

自動車・同部品小売業

専門商品小売業

各種商品小売業

（451）

サービス

（1,491）

運輸・倉庫

農・林・水産

四国（徳島 香川 愛媛 高知）

中国（鳥取 島根 岡山 広島 山口）

近畿（滋賀 京都 大阪 兵庫 奈良 和歌山）

小売

飲食料品小売業

繊維・繊維製品・服飾品小売業

医薬品・日用雑貨品小売業

家具類小売業

南関東（埼玉 千葉 東京 神奈川）

（3,022）

卸売

（3,216）

金融

建設

不動産

製造

合  計

中小企業

大企業

その他サービス業

その他

合  計

（うち小規模企業）

中国進出 782

（うち上場企業）

東海（岐阜 静岡 愛知 三重）北海道

東北  （青森 岩手 宮城 秋田 山形 福島）

北関東（茨城 栃木 群馬 山梨 長野）

北陸  （新潟 富山 石川 福井） 九州（福岡 佐賀 長崎 熊本 大分 宮崎 鹿児島 沖縄）

合  計

人材派遣・紹介業

広告関連業

リース・賃貸業

旅館・ホテル

娯楽サービス

専門サービス業

医療・福祉・保健衛生業

教育サービス業

放送業

メンテナンス・警備・検査業

情報サービス業


